
平成29年度 　帰還環境整備事業等

国土交通省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

1,494,396 1,494,396 1,307,596

＜1,494,396＞ ＜1,494,396＞ ＜1,307,596＞

(0) (0) (0)

33,866 33,866 27,092

＜33,866＞ ＜33,866＞ ＜27,092＞

(0) (0) (0)

14,382 14,382 10,786

＜14,382＞ ＜14,382＞ ＜10,786＞

(0) (0) (0)

173,891 173,891 147,807

＜173,891＞ ＜173,891＞ ＜147,807＞

(0) (0) (0)

34,241 34,241 29,104

＜34,241＞ ＜34,241＞ ＜29,104＞

(0) (0) (0)

77,740 77,740 66,079

＜77,740＞ ＜77,740＞ ＜66,079＞

(0) (0) (0) (0) (0)

1,828,516 1,828,516 1,588,464 0 0

＜1,828,516＞ ＜1,828,516＞ ＜1,588,464＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 復興推進課　財政係 小林　直樹
市町村名 電話番号 0243-62-4731 kobayasin@town.namie.lg.jp

合計額

 浪江町  直接  2  -   浪江町中心市街地再生検討事業  浪江町地内  町38   (1)  -  10  - 1/2

 

 浪江町  直接 7/10 
 浪江町道路整備事業（小熊田宮田線）
（基金型）

 浪江町地内  町

    

  8  -62   (1)  -  11  -

   

 (1)  -  11  -

     

 浪江町道路整備事業（大平山来福寺東
線）（基金型）

 浪江町地内  町  浪江町  直接 7/10

7/10

61   (1)  -  11  -   7  -  

 
 浪江町道路整備事業（一里檀大町線）
（基金型）

 浪江町地内  町  浪江町  直接46    6  -

 -

 浪江町  直接 3/4

37  ◆  (1)  -    1  -   1

  1  -  
 災害公営住宅整備事業（幾世橋地区）
（基金型）

 浪江町地内  町15   (1)  -    1  -

 直接 -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  2
 災害公営住宅整備事業（幾世橋地区）
関連道路整備等事業（基金型）

 浪江町地内
幾世橋地区

 町  浪江町

（様式１－４）

浪江町 帰還環境整備事業計画

省庁名： 平成29年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

mailto:kobayasin@town.namie.lg.jp


平成29年度 　帰還環境整備事業等

文部科学省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

18,892 18,892 14,169

＜18,892＞ ＜18,892＞ ＜14,169＞

(0) (0) (0) (0) (0)

18,892 18,892 14,169 0 0

＜18,892＞ ＜18,892＞ ＜14,169＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 復興推進課　財政係 小林　直樹
市町村名 電話番号 0243-62-4731 kobayasin@town.namie.lg.jp

合計額

           

    

    

     

  

 

  

      

      

            

 

 

 

 

     

 

      

      

   

 

       

    

     

             

         

 

 浪江町  直接 1/2

      

  1  -   浪江町埋蔵文化財発掘調査事業  浪江町地内  町60   (1)  -  17  -

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

（様式１－４）

浪江町 帰還環境整備事業計画

省庁名： 平成29年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

mailto:yokoyamay@town.namie.lg.jp


平成29年度 　帰還環境整備事業等

内閣府

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

106,288 106,288 106,288

＜106,288＞ ＜106,288＞ ＜106,288＞

(0) (0) (0)

17,210 17,210 17,210

＜17,210＞ ＜17,210＞ ＜17,210＞

(0) (0) (0)

1,234 1,234 1,234

＜1,234＞ ＜1,234＞ ＜1,234＞

(0) (0) (0)

287 287 287

＜287＞ ＜287＞ ＜287＞

(0) (0) (0)

33,617 33,617 33,617

＜33,617＞ ＜33,617＞ ＜33,617＞

(0) (0) (0)

16,448 16,448 16,448

＜16,448＞ ＜16,448＞ ＜16,448＞

(0) (0) (0)

255,495 255,495 255,495

＜255,495＞ ＜255,495＞ ＜255,495＞

(0) (0) (0)

27,709 27,709 27,709

＜27,709＞ ＜27,709＞ ＜27,709＞

(0)

＜0＞

(0) (0) (0) (0) (0)

458,288 458,288 458,288 0 0

＜458,288＞ ＜458,288＞ ＜458,288＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 復興推進課　財政係 小林　直樹
市町村名 電話番号 0243-62-4731 kobayasin@town.namie.lg.jp

合計額

          

 

 浪江町  直接 定額  自家消費野菜等放射能検査事業
 浪江町地内
二本松市内

 町

      

   

 

  8  -27   (3)  -  23  -

 (3)  -  23  -

     

 除染検証による線量低減対策事業  浪江町地内  町  浪江町  直接 定額

定額

11   (3)  -  23  -   7  -  

  水道水に対する住民の不安解消事業  浪江町地内  町  浪江町  直接8  

4   (3)  -  23

  放射能測定器校正事業
 避難している

全世帯
 町

  6  -

 -

 浪江町  直接

5   (3)  -  23  -   5

  4  -   浪江町健康管理検討委員会事業  浪江町他  町

3   (3)  -  23  -   3  -   甲状腺検査事業

 二本松市
安達運動場仮
設住宅内津島
仮設診療所

 町  浪江町

 -

 直接 定額

 直接 定額

定額

 浪江町

 -

 浪江町  直接 定額

2   (3)  -  23  -   2

  1  -   外部被ばく線量測定事業
 避難している

町民
 町1   (3)  -  23  -

 直接 定額

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  内部被ばく検査事業

 二本松市
安達運動場仮
設住宅内津島
仮設診療所

 町  浪江町

（様式１－４）

浪江町 帰還環境整備事業計画

省庁名： 平成29年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

mailto:kobayasin@town.namie.lg.jp


平成29年度 　帰還環境整備事業等

復興庁

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

16,476 14,416 12,357

＜16,476＞ ＜14,416＞ ＜12,357＞

(0) (0) (0)

51,343 51,343 51,343

＜51,343＞ ＜51,343＞ ＜51,343＞

(0)

＜0＞

＜0＞

＜0＞

(0) (0) (0) (0) (0)

67,819 65,759 63,700 0 0

＜67,819＞ ＜65,759＞ ＜63,700＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 復興推進課　財政係 小林　直樹
市町村名 電話番号 0243-62-4731 kobayasin@town.namie.lg.jp

合計額

             

    

             

         

 -

 浪江町  間接 5/8

55   (2)  -  19  -   1

  1  -  
 浪江町事業者等向け浄化槽導入等支
援事業

 浪江町地内  町9   (6)  -  48  -

 直接 定額

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  浪江町飲料水等安全確保支援事業  浪江町地内  町  浪江町

（様式１－４）

浪江町 帰還環境整備事業計画

省庁名： 平成29年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

mailto:yokoyamay@town.namie.lg.jp


平成29年度 　帰還環境整備事業等

厚生労働省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

2,140 2,140 1,712

＜2,140＞ ＜2,140＞ ＜1,712＞

(0)

＜0＞

0

＜0＞

0

＜0＞

(0) (0) (0) (0) (0)

2,140 2,140 1,712 0 0

＜2,140＞ ＜2,140＞ ＜1,712＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 復興推進課　財政係 小林　直樹
市町村名 電話番号 0243-62-4731 kobayasin@town.namie.lg.jp

合計額

             

    

             

         

 

 浪江町  直接 -

      

  2  -   1
 浪江町認定こども園外構等整備事業
（基金型）

 浪江町地内
幾世橋地区

 町41  ◆  (4)  -  39  -

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

（様式１－４）

浪江町 帰還環境整備事業計画

省庁名： 平成29年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

mailto:yokoyamay@town.namie.lg.jp


平成29年度 　帰還環境整備事業等

経済産業省

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

1,119,535 1,119,535 839,651

＜1,119,535＞ ＜1,119,535＞ ＜839,651＞

(0) (0) (0)

281,987 281,987 211,490

＜281,987＞ ＜281,987＞ ＜211,490＞

(0) (0) (0)

188,611 188,611 141,458

＜188,611＞ ＜188,611＞ ＜141,458＞

(0) (0) (0)

82,776 82,776 62,082

＜82,776＞ ＜82,776＞ ＜62,082＞

＜0＞

(0) (0) (0) (0) (0)

1,672,909 1,672,909 1,254,681 0 0

＜1,672,909＞ ＜1,672,909＞ ＜1,254,681＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
浪江町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 復興推進課　財政係 小林　直樹
市町村名 電話番号 0243-62-4731 kobayasin@town.namie.lg.jp

合計額

             

 (6)  -  46  -

 請戸地区水産加工団地整備事業  浪江町地内  町  浪江町  直接 3/4

3/4

59  (6)  -  46  -   6  -  

  浪江町北産業団地整備事業（基金型）  浪江町地内  町  浪江町  直接58    5  -

 -

 浪江町  直接 3/4

57   (6)  -  46  -   4

  2  -  
 既存工業用地（藤橋地区）を活用した産
業団地整備事業

 浪江町地内
藤橋地区

 町34  (6)  -  46  -

 直接 3/4

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  浪江町南産業団地整備事業（基金型）  浪江町地内  町  浪江町

（様式１－４）

浪江町 帰還環境整備事業計画

省庁名： 平成29年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

mailto:yokoyamay@town.namie.lg.jp

